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はじめに

　政治発展は均衡と秩序の限度内において追

及されなければなりません。そして、本人は

このような発展を追及することが、我々の国

民的合意であると信じるものであります 1。

　1987 年における韓国の民主化。その劇的

な成功は、今も韓国の政治に様々な影響を与

えている。自らの力で民主化を成し遂げたと

いう自信は、平行して実現されたこれまた鮮

やかな経済発展の記憶と共に、韓国人の間に

自らの社会は自らの力で変え得るのだ、とい

う強い誇りと、改革に対する積極的な姿勢を

生み出している。そのことは、1990 年代以

降の長期に渡る経済的停滞の中、依然として

自らの改革の方向性さえ見出すことのできな

い、わが国の状況と好対照を為しているよう

に見える。

だが、より重要なことは、韓国の民主化が、

韓国自身にとってのみ以上の意味を有してい

ることである。即ち、この国における民主化

は、他国のそれと比べても、明らかな特徴を

幾つか有している。その第一は、前著 2 でも

触れたような、民主化後の体制の高度な安定

性である。例えば、ハンティントンがその著

書『第三の波』で述べたように 3、韓国が民

主化を遂げた 1980 年代前後、世界では多く

の国が権威主義的体制から民主主義的体制へ

と移行した。しかしながら、その後これらの

多くの国では、民主化後の体制は不安定な状

態を強いられることとなり、その中の幾つか

の国は再度の権威主義体制化さえ経験した。
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対して韓国では、1987 年に制定された新た

なる憲法にて打ち立てられた体制が、国民か

ら高度の信頼を与えられ、今日に至るまで安

定して推移していくこととなった。

韓国の民主化の第二の特徴は、その移行の

過程が極めてスムーズであり、またそこにお

いて払われたコストも相対的に小さかったこ

とである。巷間、権威主義政権による強力な

弾圧と、それに対する果敢な民主化運動の展

開が強調される韓国における民主化である

が、その過程において民主化勢力側が払った

対価は、他国のそれと比べると相対的に小さ

なものであった 4。にも拘らず、少なくとも

1983 年以降 5、韓国における民主化の過程は

大きな後戻りをすることなく進むこととなっ

た。そのことは同じこの民主化が、1979 年

から 80 年の時期には、対抗勢力からの大き

な挑戦に直面し、光州事件という名の大きな

対価と共に、後退を余儀なくされたこととは

対照的であった。

この二つの特徴は、共に韓国における

1980 年代半ば以降の民主化とその安定化が、

他国と比較してスムーズに進行したことを意

味している。それでは韓国は何故に、このよ

うな成功裏の民主化を遂げることになったの

であろうか。本稿はこの点に対する、一つの

仮説的な分析である。

第１章　研究の背景

当然のことながら、このような韓国の民主

化を巡っては、これまでも様々な議論がなさ

れてきた。これらの議論は、大まかに言って

次の二つのベクトルを使って分けることがで

きるかも知れない。即ち、その要因を、１）

構造的要因から分析するものと、政治家の選

択として分析するもの、そして、２）国内的

要因から分析するものと、国際的な要因から

分析するものである。当然のことながらそこ

には四つの異なるグループを見出すことがで

きる。即ち、韓国の民主化を、ａ）国内的構

造要因から説明するもの、ｂ）国際的構造要

因から説明するもの、ｃ）国内的な政治的選

択により説明するもの、ｄ）国際的な政治選

択により説明するもの、の四つである 6。

第一のグループ、即ち、国内的構造要因

からの代表的な説明は、韓国の民主化を経済

発展とそれに伴う社会的変化の観点から分析

するものである。その典型的な論理は、次の

ようなものであろう。甞ての韓国の民主化運

動は学生運動に代表されるような、少数の比

較的孤立したエリートによって展開されてき

た。それ故、その運動は一定の限界が存在し

た。しかしながら、経済発展が大量の中間層

を生み出した 1980 年代においては、学生運

動に代表されるエリートによる運動は、中間

層の助けを借りることにより、以前とは比べ

物にならない程、大きな民主化運動の基盤を

獲得することができた 7。

　これに対して、国際的構造要因からの説明

で重視されるのは、二つの点である。一つ

は、80 年代における冷戦終焉への動きであ

る。韓国における民主化、特にその最終盤の

動きは、1985 年におけるゴルバチョフのソ

連書記長就任以後、冷戦体制が急速に崩壊し
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ていく時期に当たっており、その影響を重視

するものである。二つ目は、冷戦体制よりも

寧ろ、第三世界における民主化の動きとの関

連、就中、1985 年におけるフィリピンの民

主化等との関連を重視するものである。言う

までもなく、その代表には、先にも上げたハ

ンティントンの名を挙げることが出来る。

　変わって、国内的な政治選択を重視する議

論において通常重視されるのは、当時の政治

指導部内部における強硬派と穏健派の分裂、

更には、その結果としての穏健派の主導権獲

得である 8。この議論においては、例えば、

全斗煥を中心とする当時の政権において、全

斗煥本人を中心にする勢力を強硬派として設

定する一方で、民主化以後において政権を獲

得した盧泰愚を中心にする勢力を穏健派とし

て設定し、最終的に後者が主導権を取る事に

より、スムーズな民主化が為されたとするも

のがある。

最後に国際的な政治選択を重視する議論

において注目されるのは、言うまでもなく、

当時のアメリカの選択である。即ち、ここで

は当時のアメリカのレーガン政権が、全斗煥

政権による民主化運動の弾圧が、既に韓国内

において大きくなっていた反米運動を刺激

し、民主化運動の矛先が自らに向けられるの

を恐れた、ことが重視される。

　勿論、これらの議論は、一部に疑問な点を

有している一方で、それぞれに一定の説得力

を持って存在している。また、これらの議論

は対立的なものというよりは、相補的なもの

であり、どれか一つを持って、一国の民主化

という複雑な事象を説明できる、というもの

でもない。

　しかしながら、これらの議論においては見

落とされている点も多い。一つはこれらの議

論が、国内外の構造的要因や、政治的選択に

ついて述べる一方で、その具体的な連関に対

する考察を欠いていることである。例えば、

国内的構造要因を重視する議論が強調する中

間層の出現が、1987 年の民主化において重

要な役割を果たしたことは事実である。しか

しながら、先述したように、同じ韓国におけ

る民主化運動は1979年から80年の時期には、

大きな挫折に直面している。勿論、その間に

一定の経済成長が存在し、その結果として中

間層が拡大したことは事実である。だが、こ

の議論はより具体的に「どの程度の中間層の

拡大」が民主化において決定的な役割を果た

すのかは説明してくれない。そして、そのこ

とは韓国の民主化の「成功」を他国の事例と

比較する際において決定的な意味を持つこと

になる。中間層が一定の重要性を持つことは

事実であろう。しかし、中間層の拡大が直ち

に民主化を実現しないこともまた、他国の事

例から明らかである。一体、何が韓国の「成

功」を他国の「失敗」と分けたのか。国内的

構造からの民主化の過程の説明は、この点に

ついて明確には答えてくれない。

　同様の事は他の議論についても言える。冷

戦体制の終焉への動きは言うまでもなく、世

界的なものであり、にも拘らず、世界にはこ

の時期以降も権威主義体制を維持した国が多

数存在した。分断国家である韓国がこの変化
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から大きな影響を受けたことは事実として

も、それがどのような場合、どのようにして

民主化に影響を与えるかは、従前の議論から

必ずしも明らかとは言えない。

　また、多分にオンドネル＝シュミッターの

議論の影響を受けて展開されている国内的な

政治選択を巡る議論においては、肝心の全斗

煥政権内部の「政治対立」について、十分な

分析がなされているとは言えない。例えば、

先に上げた、全斗煥を中心とする勢力と、盧

泰愚を中心とする勢力の対立は、民主化運動

の時期というよりも、寧ろ、盧泰愚政権の成

立後に顕著になったものであり、それを以て

民主化運動当時の全斗煥政権の政治的選択を

説明しようとするのは、論理的に明らかな無

理がある 9。また、国際的な政治的選択の観

点において重視されるアメリカ政府は、かな

り早い段階から全斗煥政権による民主化運動

に対する強力な弾圧には、否定的な姿勢を示

している。また、アメリカ政府との対立は、

全斗煥政権期よりも寧ろ、朴正煕政権期にお

いてより顕著であり、にも拘らず、朴正煕政

権は自らの政治的姿勢を改めようとはしな

かった。少なくとも海外からの圧力の強弱だ

けから、全斗煥政権の民主化勢力に対する妥

協を説明することは困難であろう。

明らかなことは、韓国の民主化を巡る今

日の議論においては、様々な分析枠組みが存

在する一方で、これらの議論を総合的に理解

する為に必要な実証的な研究が幾つか決定的

に欠如している、ということである。そして、

このような事態を齎している理由の一つは、

これまでの韓国研究が、当時の野党政治家や

「在野」と呼ばれる国会外勢力等、「民主化勢

力」の動きに対して大きな注目を払う一方で、

これと対峙する立場にあった政権側の動向や

その背後にあった彼等の意図を軽視する傾向

があったことである。また、限られた政権側

の動向に対する研究も、その主たる関心は、

全斗煥等が政権を獲得するに至る迄の過程、

例えば、1979 年 12 月 12 日の粛軍クーデタ

や、光州事件の背景を明らかにすることに集

中する傾向があった。結果として、権力掌握

の過程やその後において、全斗煥政権がどの

ような理解を持ち、民主化勢力との対抗関係

の中で、どのように自らの戦略を立て、実行

し、更には失敗していたかについての総合的

な研究は、ほぼ存在しないと言ってよい状況

になっている。

本稿は、このような先行研究の問題点を

補完する形で、従来の韓国における民主化研

究に、新たに政権側の動向に対する分析を加

えることで、これまで韓国の民主化に関わる

研究を総合し、新たなる視座を開こうとする

ものである。

第２章　理論的視座

　それでは本研究は、より具体的には、どの

ような枠組みから韓国の民主化に関わる分析

を行っていこうとするのであろうか。

　まずこの点において重要なのは、本稿では

80 年代における韓国の民主化を、1980 年に

成立する第 5 共和国の崩壊の過程として捉え

る、ということである。従来の研究において
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は、民主化の過程を主として、それがピーク

を迎えた 1987 年に焦点を当てて分析してき

た。即ち、そこにおいて注目されたのは、民

主化勢力側が如何にして運動を拡大させ、こ

れに対して政権側がどのようにして譲歩して

いったかに他ならなかった。

　しかしながら、同じ民主化の過程を考える

上でもう一つ見逃されてはならないのは、ど

うして政権側が、それまでの段階で民主化勢

力の拡大を止めることができなかったか、と

いうことである。周知のように、韓国におけ

る民主化運動は、光州事件前後に大きな挫折

を経験した。しかし、この運動は 1983 年頃

を契機として息を吹き返し、その勢力を徐々

に大きくすることになる。そのことは、言い

換えるなら、仮に政権側が民主化勢力の動き

の拡大を早期に止めることができていれば、

韓国の民主化はそれ自身、大きな流れとなる

ことなく、早い段階で挫折していたかも知れ

ない、ということを意味している。それでは

何故に、政権側は民主化運動の拡大をみすみ

す見逃すことになったのか。それこそが本稿

が具体的に分析しようとする内容に他ならな

い。

　とはいえ、それだけでは、分析の視座とし

て十分ではない。何故なら重要なのは、この

ような歴史的過程を経て展開された政権側と

民主化勢力との競争関係をどのような理論的

枠組みで分析するか、だからである。ここで

注意しなければならないのは、政権側と民主

化勢力との間の競争関係は、幾つかのレベル

で展開される、ということである。即ち、そ

の第一は、物理的強制力による競争である。

韓国の民主化運動においては、その最終版に

おいて民主化勢力の側は大規模な大衆動員を

行った。この大規模な動員が、政権側に圧力

となり、物理的強制力行使の断念に影響を与

えたことは疑いがない。

　しかしながら、政府側と民主化勢力の間の

力の均衡を左右するのは、物理的強制力だけ

ではない。何故なら、仮に物理的強制力の大

小だけで民主化の成否が決まるなら、民主化

勢力側がどれだけ大規模な動員を行おうと

も、政権側が有する警察力や軍事力を凌駕す

るだけの物理的強制力を備えることは事実上

不可能に近いからである。言い換えるなら、

そのことは民主化勢力側の大規模動員が意味

を持つのは、単にそれが大きな物理的強制力

を備えているからというよりは、それが物理

的強制力行使のコストを大きくするからだ、

ということになる。言い換えるなら、物理的

強制力は、民主化の成否を決める一つの要因

にしか、過ぎない。問題はどの様な要素が、

政権側による民主化勢力弾圧のコストを上げ

るか、である。

　それでは政権側にとって、民主化勢力弾圧

のコストは、物理的強制力の如何以外にどの

ような場合に大きくなるのだろうか。一つは

鎮圧とそれにより予想される犠牲者の増大で

ある。鎮圧と犠牲者の規模が拡大すれば、そ

れだけ予想される国内外の反発は大きくな

る。

　しかし、物理的強制力行使のコストは、単

に鎮圧と犠牲者の規模によって決まるのでは



68 国　際　協　力　論　集　　第20巻　第１号

ない。実際韓国の場合、光州事件では大規模

な大衆動員が行われ、それに対する弾圧の過

程で多くの犠牲者が出たにも関わらず、政権

側はこの鎮圧を躊躇しなかった。

　それでは、政権側の鎮圧の為のコストを変

える他の要因は何であろうか。それは政権側

と民主化勢力の間での、イデオロギー的な力

の変化であろう。即ち、仮に政権側が民主化

勢力の側の大きな圧力に直面しても、後者の

運動が何らかの理由により、国内外において

大きな支持を集めていなければ、政権側に

とってその鎮圧は容易になる。逆に、民主化

勢力側の動員が小規模にとどまった場合で

も、その言説や活動が何らかの理由により、

大きな正統性を有していれば、政権側がこれ

を弾圧することは、困難になる。

　そもそも省みれば、多くの国や地域におい

て、政権側が大規模な物理的強制力を行使し

て、大規模な大衆動員を展開する民主化勢力

を弾圧する、という事例は、さほど多くは見

られない。何故なら、通常、民主化勢力側が

政権側の統制に反して、大規模動員を展開す

る為には、その前提条件として、彼等の運動

が政権側よりも大きな正統性を有しているこ

とが不可欠だからである。言い換えるなら、

多くの事例において、民主化勢力側による大

規模動員が可能になった段階では、既に、政

権側とこれに対抗する側のイデオロギー的な

競争関係には、ほぼ決着がついている。政権

側にとって、巨大な正統性を持つ民主化勢力

を弾圧することは大きな負担であり、だから

こそ彼等は弾圧を躊躇することを余儀なくさ

れる、ということができる。

　だとすると、民主化を阻止しようとする政

権側にとって重要なのは、如何にして民主化

勢力の側が、運動の正統性を獲得するのを阻

止するか、ということになる。勿論、ここに

おいて政権側が剥き出しの物理的強制力を濫

用すれば、逆に政権側の正統性は損なわれる

ことになる。従って、政権側はこれを物理的

強制力の行使以外の方法をも援用しつつ、成

し遂げる必要がある。

　それではここにおける政権側の戦略にはど

のようなものが考えられるのだろうか。この

点について嘗て筆者は次のように議論したこ

とがある 10。即ち、民主化の過程とは、政権

側とこれに対抗する側が、異なる体制案を提

示して国民の支持を競い合う、イデオロギー

的競争の過程に他ならない。仮に政権側が自

らの護持する体制の正統化に成功したなら

ば、対抗勢力の側がこれに対抗して支持を集

めることは困難となり、体制変革は起こらな

い。逆に、対抗勢力の提示する体制が、政権

側が護持しようとする体制よりも多くの正統

性を集めることに成功するならば、体制変革

の可能性が大きくなる。

　ここにおいて注意しなければならないの

は、各々の側が自らの提示する体制を正統化

する際の根拠は必ずしも体制の「民主主義的

性格」でなければならない訳ではない、とい

うことである。そのことは、「民主化」とは、

１）政権側の護持する体制よりも対抗勢力側

が提示する体制がより多くの支持を集め、更

には、２）対抗勢力側が自らの提示する体制
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をその民主主義的性格によって正統化する場

合、に出現する現象である、ということを意

味している。

　尤も、今日振り返って考えるなら、このよ

うな筆者が嘗て提示した理論的枠組みは、必

ずしも、民主化に纏わるイデオロギー的競争

関係を、十分に説明はしていないようにも思

われる。何故なら、体制変革に多大なコスト

が必要な以上、これが実現される為には、そ

の前提として、体制変革そのものの重要性が

十分に認識されていなければならないからで

ある。即ち、仮に対抗勢力の提示する体制案

が、政権側が護持する体制案よりも、大きな

正統性を獲得することに成功しても、そもそ

もの体制競争自身が重要であるとの認識がな

ければ、対抗勢力は大きな動員能力とそれに

よる圧力を獲得し得ないからに他ならない 11。

　以上の関係をまとめると第１図のようにな

る。そして、このような視点を取り入れるこ

とにより、我々は各国の民主主義や民主化を

巡る状況に対して、より大きな観点から比較

研究を行うことができる。例えば、第１図の

四つの主たる象限について考えて見ることに

しよう。明らかなのは、このうち体制変革が

実現するのは第一象限の場合だけだ、という

ことである。そこにおいては、対抗勢力の側

の提示する体制案が、政権側の護持する体制

案を上回る正統性を有しており、しかも、後

図１ 
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者から前者への体制移行の重要性が社会にお

いて認識されている。このような状況は社会

内部における対抗勢力の大量動員を容易化

し、政権に強い圧力となって左右することに

なろう。そして、このような対抗勢力側の優

位が、民主主義イデオロギーに多くを依存し

ている場合、それは民主化への流れとなって

現れることになる。

　言い換えるなら、このことは仮に政権側が

「民主化」や体制変革を阻止したいなら、彼

等には二つのオプションがあることを意味し

ている。即ち、一つは自らが護持或いは提示

したい体制を積極的に正統化し、これを安定

化させることである。政権側がこれに成功す

れば、状況は最悪でも第二象限の範囲に収ま

ることになる。ここにおいて政権は自らの体

制に対する支持を固めているのだから、政権

運営は大きく安定することになる。既に述べ

たように、ここで政権側が自らの体制を正統

化するにあたって、民主主義イデオロギーを

用いることもあれば、そうでない場合もある。

前者の場合は、「上からの民主主義」とでも

言うべき状況になるであろうし、後者の場合

は、例えばナショナリズムや宗教や、甞ての

社会主義のような、民主主義以外のイデオロ

ギーに多くを依存した体制になる。

　二つ目のオプションは、様々な方法を使っ

て、体制移行の重要性そのものを否定するこ

とである。これに成功した場合、状況は悪く

とも第四象限の範囲に留まることになる。こ

の場合、政権側が護持する現体制は積極的に

正統化されておらず、対抗勢力側からの脅威

に晒されてはいる。しかしながら、人々は大

きなコストを払ってまで体制移行をしないけ

ればならないとは思っておらず、それ故、そ

の脅威が体制移行に繋がるほど大きなものと

なることはない。この場合の体制移行のコス

トと、体制移行の必要性の関係は相対的なも

のであり、仮に社会内部において主観的に認

識されるコストが大きなものとして認識され

ていれば、政権側は、自らの護持する体制の

正統性が大きく劣っていても、その体制を維

持することができるであろう。

　このような状況を作り出すには、政権側に

は二つの下部オプションがある。一つは、体

制移行の必要性の認識そのものを低下させる

こと、もう一つは、体制移行のコストの大き

さを積極的に訴えて行くことである。前者の

例としては、「衆愚政治」的な方法を駆使して、

体制移行、更には政治そのものに対する関心

を減少させて行くことがその一つとして想定

でき、後者の例としては、安全保障や経済成

長との関係で、体制移行とそれに伴う混乱の

リスクの大きさを訴えて行くことが、一つの

方法として考えられるかも知れない。

　勿論、ここにおいて、政権側はこれらのオ

プションを全て同時に行使することもでき

る。つまり、政権側は自らの体制の正統性を

積極的にアピールする一方で、人々の体制移

行に対する関心を何らかの方法で削減し、更

には体制移行のコストの大きさを喧伝するこ

とができる。

　それでは、1980 年代の韓国の政権、より

具体的には全斗煥政権は、これらのオプショ
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ンをどのように行使していったのだろうか。

次にその点について、具体的に見ていくこと

にしよう。

第３章　二つの対案と全斗煥政権の選択

　それではそもそも 1980 年代の韓国におい

て、政権側とこれに対抗する勢力はどのよう

な体制案を持って対峙していたのであろう

か。

　まずこの点について、明確なのは対抗勢力

の側である。韓国においては、1972 年の維

新クーデタ以降、野党をはじめとする勢力

は、現行の政権側の体制に代わる体制案とし

て、「大統領直接選挙制の実現」を置いて来た。

念頭に置かれてきたのは、1962 年に施行さ

れた第三共和国下の体制であり、また、この

体制を憲法に定められた内容に従って忠実に

実行することである 12。韓国における民主化

の特徴の一つは、民主化以後の体制に対する

対抗勢力の側の合意が比較的早期に、相対的

に広い範囲で認められる形で出来上がってい

たことにあった、といっても過言ではない。

　そして、だからこそ 1980 年代における韓

国の民主化と体制移行を巡る政権側と対抗勢

力側の競争は、他国とは些か異なる展開を見

せることになった。即ち、1979 年 10 月の朴

正煕大統領暗殺から、12 月の粛軍クーデタ、

そして翌年 5 月の再度のクーデタ（本稿では

これを 5・17 クーデタと呼ぶこととする）と

光州事件を経て、事実上権力の座を掌握した

全斗煥等、所謂新軍部勢力の前には、二つの

制度案が既に存在した。一つは、維新体制、

或いは第四共和国体制と呼ばれる、当時の体

制そのものである。周知のように、この体制

下においては、大統領選挙制度が第三共和国

下の直接選挙制から、高度に統制された「公

営選挙」により選ばれた統一主体国民会議代

議員による間接選挙制に変更されたのみなら

ず、直接選挙により選ばれる国会議員の数も

定数の三分の二に限定され、残り三分の一は

大統領からの推薦名簿に基づいて統一主体国

民会議が選出する制度になるなど、民主主義

的な要素が大きく削減されたものとなってい

た 13。

　1972 年の維新クーデタ以降、朴正煕政権

は、この体制を以て、緊迫した国内外の状況

への対応を試みたものの、民主主義的要素の

後退は、逆に国民からの体制に対する大きな

反発を招くこととなっていた。このような反

発は、朴正煕暗殺の前年、1978 年に行われ

た国会議員選挙において、韓国憲政史上初め

て、特定の野党が、得票率において与党のそ

れを上回る、という状況となって現れた。尤

も、肝心の国会においては、得票率で下回っ

た与党は、選挙区制の歪さにより獲得議席数

では野党を上回り、更に、ここに定員の三分

の一を占める統一主体国民会議からの推薦議

員が加わることで、以前同様、国会での絶対

多数を維持することに成功した。しかし、こ

のような状況は逆に、国会の議席配分と国民

の政党支持分布の乖離を際立たせる効果を齎

すことになり、第四共和国体制の非民主主義

的性格を、内外に印象付ける結果を齎した。

　全斗煥等の目の前に存在したもう一つの制
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度案は、先に述べた、政権側への対抗勢力が

提唱する「大統領直接選挙制」を基礎とする

体制に他ならなかった。従来、この体制案

は第四共和政期の最大野党 14、新民党におい

て、対政府強硬派の地位を占めてきた金泳三

等が強く主張してきたものである。そして、

このような主張は朴正煕暗殺事件後、更に影

響力を増すこととなっていいた。野党を中心

とする人々は、朴正煕暗殺事件の直後から、

新たなる大統領は、統一主体国民会議による

間接選挙ではなく、国民による直接選挙にて

選出されるべきであると主張し、活発な運動

を行っていた。このような主張に押される形

で、朴正煕暗殺事件後に大統領代行の地位を

占めた崔圭夏もまた、一旦は憲法改正の可能

性を示唆するに至っている。崔圭夏と彼の政

府は、その後、政府主導による憲法改正の可

能性を公には撤回するものの、それにより野

党陣営の反発を招くことになる。結果、野党

を中心とする勢力の憲法改正に向けての運動

は、却って活性化することとなった。

　実際、朴正煕暗殺事件後の韓国政治におい

ては、今後の政治体制をどのようなものとす

べきかが、最大の政治的争点となっていた。

そして結論から言うなら、全斗煥政権は、こ

の既存の二つの案のどちらをも採用しなかっ

た。背景にはこの政権の矛盾した性格があっ

た。

　第一は、全斗煥と彼の周囲にいた人々の、

朴正煕との特殊な関係であった。周知のよう

に、朴正煕政権期、全斗煥を中心とする陸軍

士官学校十一期生の慶尚道出身者は、後に「ハ

ナ会」と呼ばれることになる、私組織を作る

こととなっていた 15。この「ハナ会」の性格

と目的については様々な議論が存在するが、

明らかなことは、この「ハナ会」を一つの基

盤として、全斗煥とその周辺にいる人々が朴

正煕との特殊な関係を築いていったことだっ

た。

　だからこそ、全斗煥を中心とする人々が、

朴正煕に対抗する野党勢力が従来主張してき

た大統領直接選挙制を骨子とする憲法改正に

反対するのは、当然であった。しかしながら、

全斗煥政権は、朴正煕の作り上げた第四共和

国憲法体制をも継承しなかった。そして全斗

煥は 5.17 クーデタにより、自らが権力を掌

握した直後より、独自の憲法改正に着手する

こととなるのである。

　全斗煥政権が第四共和国憲法体制をそのま

ま継承しなかったのは、彼等が自らの体制を

朴正煕政権の単純な延長ではなく、これと一

線を画する新たな存在であると位置づけよう

としたことの結果だった。例えば、全斗煥は、

この結果、彼等が制定した第五共和国憲法の

宣布に際して、次のような談話文を明らかに

している。

　そのような中、[ 韓国では 16] 大統領の長期

執権を可能にする方向で、度々恣意的な憲法

改正が行われてきた。その結果、平和的な政

権交代の道は、事実上閉ざされることとなっ

てきた。そのことは制度面から見た時、明ら

かな後退であったということができる。

　しかし制度的な後退にも拘らず、平和的政
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権を求める我が国民の政治意識は、決して前

進の歩みを止めようとはしなかった。

一つの民族の政治史において、国民意識

と制度との間の乖離が生まれたなら、それは

可能な限り迅速に必ず克服されなければなら

ない。

　第五共和国憲法は、正にそのような要請に

応える為に作られたものに他ならないのだ 17。

　それでは全斗煥等が提示した第五共和国体

制とは、実際にはどのようなものであり、彼

等はそこにどのような意図を込めたのであろ

うか。次にその点について具体的に見てみる

事にしよう。

第４章　第五共和国憲法とその正統化論理

　第五共和国憲法の性格を理解する為には、

その制定にいたる過程を明らかにする必要が

ある。まずはその点について簡単に見てみる

事にしよう 18。

　この憲法の制定過程についての特徴の第一

は、それが最終的に新たなる体制の主導権を

握ることとなる全斗煥等の権力確立に先立っ

て開始されていることである。既に述べたよ

うに、韓国では、朴正煕暗殺事件の後、後任

の大統領をどのように選出し、また、それを

支える政治体制をどのようなものにすべきか

について、活発な議論が巻き起こった。重要

だったのは、第四共和国体制の体制が、朴正

煕その人の長期執権を可能とする為に作られ

た特殊なものであり、多くの人々が朴正煕な

き第四共和国体制を想像する事さえ難しかっ

たことだった。そのことは、例えば、与党の

一角を占めていた民主共和党の動きに典型的

に現れている。朴正煕の生前、第四共和国体

制を当然もののとして支持していた民主共和

党は、朴正煕の死後、突然、改憲論へと路線

を変更し、1980 年 2 月には独自の憲法改正

要綱を発表するに至っている 19。第一野党で

あった新民党は、以前から大統領直接選挙制

を骨子とする憲法改正を主張していたから、

この結果、国会の大勢は改憲論が占めること

となった 20。その状況は、第四共和国体制の

落とし子とも言える、統一主体国民会議と彼

等によって選出された第二与党、維新政友会

にも大きな影響を与え、朴正煕の死後、リー

ダーシップを失った彼等は改憲論と護憲論の

狭間で迷走することになる 21。

　各政党のこのような動向は、結果として、

国会における憲法改正案作成に向けての動き

として現れた。国会には憲法改正特別委員会

が設置され、４月初旬の条文作成、５月の国

民投票を目標として作業が進められた 22。

　状況を複雑にしたのは、第四共和国憲法が、

憲法改正において二つの筋道による手続きを

認めていたことだった。即ち、一つは、国会

の発議による憲法改正だった。この方法によ

る場合、国会の三分の二以上の賛成により発

議された憲法改正案は、統一主体国民会議の

議決により、確定されることとなっていた。

しかしながら、憲法改正の発議は、大統領か

らも行うことができた。大統領から発議され

た憲法改正案は、国務会議による審査を経た

後、国民投票により確定されることとなって
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いた。

　だからこそ、同じ状況に直面して、政府の

側もまた、自らに有利な憲法改正へと動き出

すことになった。憲法改正に向けての国会の

議論の大勢が、大統領直接選挙制への回帰を

主たる内容とする「第三共和国への復帰」を

前提としたものだったのに対し、政府側が当

初、念頭においていたのは、大統領間接選挙

の維持を前提とした「二元執政府構想」であっ

たと言われている 23。政府では、「憲法研究

班」を組織して準備を進め、3 月 14 日には「憲

法改正審議委員会」を立ち上げるに至ってい

る。

　重要なのは、朴正煕暗殺以後における各勢

力、更には世論における議論の中で、第四共

和国憲法の改正が既成事実化し、また、あり

得べき憲法改正の方向性もある程度決まって

いったことである。だからこそ、1980 年 5

月 17 日、戒厳令の全国拡大を利用した、事

実上のクーデタにより全権を掌握した全斗煥

を中心とする勢力も、この延長線上でしか行

動することができなかった。朴正煕暗殺事件

後の維新政友会や政府がそうであったよう

に、当時の状況においては、憲法改正に向け

ての動きは国民大多数の意思によるものであ

ると看做されており、これにあからさまに抵

抗することは、新たに立ち上がろうとする政

権の正統性を大きく傷つける可能性が存在し

たからに他ならない。

　尤も、そのことは成立した全斗煥を中心と

する政権が、朴正煕暗殺事件以後の憲法体制

を巡る議論の全てをそのまま継承したことを

意味しなかった。1980 年 5 月 17 日の戒厳令

の全国への拡大と、それに伴う国会閉鎖の後、

韓国における憲法改正作業の中心となったの

は、全斗煥を委員長として設置された、事実

上の政府組織、「国家保衛非常対策委員会 24」

と、その下部委員会である「法制司法委員会」

に他ならなかった 25。この「法制司法委員会」

の委員であった朴哲彦の回想によれば、憲法

改正案の核心に当たる権力構造に関わる部分

の条文作成は、朴哲彦、禹炳奎、孫晋坤の各

委員が当たり、保安司令部に特別に設けられ

た一室で権正達保安司令部情報処長と共にそ

の作業を行った、という。当時の状況につい

て、彼は次のように記している。

　1972 年以後、維新憲法下で行われた二回

の大統領選挙は、共に統一主体国民会議によ

る間接選挙だった。それ故に、1980 年初頭

の「ソウルの春」の雰囲気の中、「自分達の

手で [ 大統領を ] 選ぼう」という大統領直接

選挙制の主張が大勢を占めるに至った。しか

し。「五・一七措置」以後、雰囲気がもう一

度大きく変化した。新軍部から大統領間接選

挙制を採用しなければならないという要請が

来たのである。議院内閣制や二元執政府制は

最初から議論にもならない雰囲気だった。大

統領責任制で行けという大前提だった 26。

　重要なことは、第五共和国憲法が、本来、

朴正煕暗殺事件後の憲法体制を巡る議論の趨

勢を前提とした上で、その上に全斗煥等が自

らの意向を加える形で作られた、ということ
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であろう。朴哲彦も回想しているように最大

の変更点は、新軍部の意思により、大統領の

選出方法が、間接選挙制へと戻されたことで

あった。全斗煥等の権力掌握以前の議論にお

いては、大統領の権限やその内閣や国会との

関係をどのようすべきかについてこそ、各勢

力間の意見の対立はあったものの、大統領を

直接選挙にて選ぶこと自体は、否定すべから

ざるもの、とされており、これに反しての大

統領間接選挙制の採用は明らかに新政権の一

定の意思を示していた。言うまでもなく背景

にあったのは、自らの権力掌握を確実に行い

たいとする新軍部の思惑に他ならなかった。

併せて、大統領の任期も、当初の 6 年から 7

年に引き上げられた。ここにも全斗煥個人の

意思が直接反映された、と朴哲彦は述べてい

る 27。

　結果として作られた第五共和国憲法は、第

四共和国憲法とは大きく異なるものとなった 28。

これにより作り出された新たな政治体制に

は、憲法全文にて「第五民主共和国」との名

称が公式に与えられ 29、政治体制が民主化さ

れたことが大きく強調された。批判の強かっ

た統一主体国民会議は廃止され、国会議員は

全員、国民による直接選挙で選ばれるように

なった。憲法前文からは、第三共和国以来一

貫して使われてきた「4・19 義挙及び 5・16

革命の理念を継承して」という一文が取り去

られ、朴正煕政権からの連続性は大きく後退

した。大統領の任期も 1 期に限定され、仮に

この点が改定されたとしても、その効力は改

定時の大統領には適用されないことも明示さ

れた。これにより、全斗煥は自らの大統領の

任期が、1988 年に終わることを明言したこ

とになった訳である。大統領による非常措置

には国会の承認が必要とされ、その内容は司

法審査の対象となることとなった。大統領選

挙こそ、大統領選挙人団による間接選挙制に

留まったものの、選挙方法等は大きく改めら

れ、より強い直接選挙的な要素を持つように

なった 30。

　強調されるべきは、少なくともその出発点

において、第五共和国憲法が、朴正煕暗殺事

件以後の「国民の意思」を受け、これに応え

るものとして、国民の前に提示されたことで

ある。言い換えるなら、少なくとも当時の政

権は、第四共和国から第五共和国への移行を、

一種の「民主化」として位置づけたことにな

る。先に引用した全斗煥自身の談話において

も明らかなように、そこでは第四共和国を含

む過去の憲法改正による体制が、「大統領の

長期執権を可能にする方向で」の「恣意的な

憲法改正」の産物であると位置づけられ、韓

国憲政史における「明らかな後退」であった

と位置づけられている。

　第五共和国憲法とそれにより樹立された体

制には、それを従前の体制と区分するもう一

つの正統化理由も与えられた。朴正煕政権下

の韓国では、急速な経済成長の一方で、それ

に伴う経済的格差の拡大が新たなる問題とし

て指摘されるようになっていた。そして、全

斗煥等は、ここでもこの朴正煕政権が積み残

した問題を、自らの新体制こそが解決し得る、

と主張した。だからこそ、この憲法改正も「安
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定と繁栄、そして、正義社会の具現を通した

新しい民主福祉国家の建設」を目的とするも

のとして、位置づけられた 31。即ち、これま

での政権では成長ばかりを追及した結果とし

て、社会の歪が大きく拡大することとなった。

新たなる政治体制は、福祉国家的政策を行い、

この問題を積極的に解決していくのだ、と言

うのである 32。

　本稿において重要なことは、政権の中枢を

握った全斗煥等が、彼等自身の朴正煕政権と

の高度な人脈的な関連性にも拘らず、朴正煕

政権によって打ち立てられた第四共和国に対

する否定的理解を前面に押し出し、これとの

決別を公式に告げる形で出発した、というこ

とである。

　勿論、そのことはこの新たなる政治体制が、

朴正煕政権下のそれとは明らかな一線を画す

る、「十分に」民主主義的なものであったと

いうことを意味しない。現実の政治体制にお

いては、時に憲法の条文以上に、その運用が

重要である。新憲法施行直後、ある論者がい

みじくも述べたように、第五共和国憲法は、

確かに「運用次第」では民主主義的に作用し

得る可能性を持ったものであった 33。しかし

ながら、そのことは、同じ憲法がやはり「運

用次第」で、全く異なる作用を持つ可能性が

あることをも意味していたのである。

そして周知のように、第五共和国はやが

て、それ自身が非民主主義的なものであると

看做されるようになり、民主化運動における

改革のターゲットと看做されて行くこととな

る。それでは、どうして第四共和国との決別

を告げた筈の第五共和国体制は、政権側の正

統化の意図と反して、非民主主義的なものと

看做されるようになっていったのであろう

か。次に章を代えて、この点について見てみ

る事にしよう。

第５章　第５共和国憲法の運用

　最初に、民主化運動の課程において第五共

和国体制にどのような問題があると看做され

ることになったのか、から見ていこう。例え

ば、金泳三・金大中両氏の後押しを受ける民

主化推進協議会の流れを受けて 1984 年に成

立した新韓民主党は、その創党準備委員会に

おける決議文にて、次のような政府への二つ

の「要求」を突きつけている。即ち、第一は

「反民主悪法である政治活動規制防止法」の

即時廃止、第二は「選挙における自由で公明

な雰囲気の保障」であった 34。このことは当

時の野党政治家の体制に対する不満が、この

二つに集中していたことを示している。それ

らは具体的には何を意味していたのであろう

か。まず、この点について見てみることにし

よう。

　周知のように、全斗煥等、新軍部勢力は、5・

17 クーデタにより全権を掌握した後、国会

の解散を命じると共に、国民のあらゆる政治

活動を禁止した。政治活動はその後も、長く

禁止されることとなり、1980 年 8 月の崔圭

夏大統領辞任と翌月の全斗煥の大統領就任、

更には、10 月の国民投票における第五共和

国憲法の確定を待って、ようやく 11 月 21 日

に発表された「戒厳報告第 15 号」にて、部
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分的に許されることとなる。この時期に、政

治活動が解禁された理由は明確であった。新

たに定められた憲法により行われる筈の大統

領選挙と国会議員選挙が目の前に迫っていた

からである 35。民主化の進展を謳う新憲法下

での選挙を、与党のみで行うことはさすがに

不可能であった訳である。

　しかしながら問題は、この時の政治活動解

禁が、全面的なものではなかったことであっ

た。就中、重要であったのは、政治活動に参

与できる者の範囲が、大きく限定されていた

ことであった。即ち、政治活動再開に先立つ

11 月 5 日、解散中の国会に代わる「立法機関」

とされた国家保衛立法会議は、「政治風土刷

新の為の特別措置法」を制定、即日、施行した。

この法律により、解散以前の国会に議席を占

めた者や、政党幹部職にあった者、社会安全

法の規定により保安処分を受けた者、更にそ

れ以外の元議員、官僚、一般党員・党職者

や大学教授等の中で「1968 年 8 月 16 日から

1980 年 10 月 26 日までの間の政治的・社会

的腐敗や混乱に対して顕著な責任を負ったと

認定される者」は、政治活動再開に先立って、

「政治刷新委員会」の審査を経なければなら

ないものとされた。審査対象者は前国会議員

231 名、政党幹部 257 名、その他 6578 名の

多数に及び、その内、811 名が政治活動不適

格者と認定され、この審査結果が 11 月 12 日

に発表されている。この人数には 3 日後の、

11 月 15 日に 24 名が追加されることとなり、

最終的な政治活動不適格者の数は 835 名の多

きに及んだ。取り分け、前国会議員は 231 名

中 210 名が、政党幹部は 257 名中 254 名がこ

こで不適格と認定されている 36。

　尤も政治活動不適格と認定された者の中

で、政治活動を望む者は、再審査の請求をす

ることもできた。結局、586 名がこの再審査

を要求し、この結果、268 名の政治活動が認

められることとなった。言葉を代えて言うな

ら、再審査を請求しなかった者を含めて 567

名がこの後も政治活動を禁止されることと

なった訳である。

　本稿において重要なことは、全斗煥政権が、

この政治活動の制限を用いて、第五共和国の

政治空間を制御しようとしたことだった。即

ち、彼等は制度的には第四共和国よりも「民

主主義的な」第五共和国体制を用意する一方

で、これにより形成された政治空間に参与で

きる人間をコントロールすることで、政治空

間の行方を左右しようとしたのである。

　ここで見落とされてはならないことが幾つ

かある。一つは、この方法が1961年の軍事クー

デタ後の朴正煕政権のそれの模倣だ、という

ことである 37。朴正煕等はクーデタ後、やは

り非常措置により国会を解散し、一旦あらゆ

る政治活動を厳禁した。そして彼等は、自ら

が中心となって結成された最高会議にて、「政

治浄化法」を制定し、これにより設置された

「政治浄化委員会」が 4374 名を一先ず政治活

動不適格と判定するに至っている。

　二つ目は、しかしながら、全斗煥政権がこ

の方法をより長期に渡って利用したことであ

る。朴正煕政権においては、後に追加され

た者を含む不適格認定をされた 4374 名中、
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2958 名が適格審査を要求し、まず 1336 名の

政治活動が認められた。言い換えれば、当初

の政治活動不適格者は実に 3038 名の多きに

及んでいた。しかし、その後、朴正煕政権は

1963 年の大統領選挙と国会議員選挙までに

３回の解除を行っている。結果として、第三

共和国の政治体制から排除されたのは、元大

統領李承晩、元首相張勉等の 268 名に留まっ

た。張勉等一部を除けば、政治活動不適格者

には、李承晩政権与党であった自由党政権関

係者が多く、前大統領尹潽善をはじめとする

有力政治家の大多数が、クーデタ後最初の大

統領選挙と国会議員選挙に参与することがで

きた。だからこそ、実際、第三共和国期の選

挙等においては、これら政治活動不適格者に

対する規制解除が政治状況に与えた影響は限

定的な範囲に留まり、大きな政治的問題とは

ならなかった 38。

　これに対して、全斗煥政権は、政治活動不

適格者の追加解除をなかなか実施しようとは

しなかった。1963 年とは異なり、1981 年に

行われた大統領選挙と国会議員選挙において

は、先に政治活動が禁止された 567 名は依然

として、これに参加することができなかった。

人数以上に重要だったのは、政治活動不適格

者の中に、5･17 クーデタ以前の有力政治家

の殆どが網羅されていたことだった。実際、

有力政治家に対する弾圧は、この範囲にさえ

留まらなかった。クーデタ直前、「三金」と

並び称された、金鍾泌、金泳三、金大中の内、

金大中が光州事件との関係を問われて獄中に

あり、死刑判決を受けたことはよく知られて

いる。金鍾泌は朴正煕政権期における不正蓄

財の罪により逮捕され、金泳三は自宅軟禁の

挙句、政界引退表明を強要されていた。更に

1980 年の段階で、政治活動不適格者に対す

る政治活動解除は、第五共和国における 2 回

目の大統領選挙が予定される 1988 年まで実

施されないものとさえ喧伝されていた 39。

　次にこの有力政治家への政治活動禁止が、

どのような政治的効果を持ったかを見てみよ

う。第一に明らかなことは、これにより大統

領選挙等における、全斗煥に対する有力な競

争者が失われたことだった。1981 年、第五

共和国体制下における最初の大統領選挙にお

ける、主要な立候補者は、民主正義党から立

候補した現職の全斗煥と、民主韓国党党首の

柳致松、韓国国民党党首の金鍾哲、そして民

権党の金義澤の四名だった。この内、民主韓

国党は第四共和国期の最大野党であった新民

党、韓国国民党は同じく与党であった民主共

和党系の政治家によって作られた政党だった

が、肝心のこれらの政党からの大統領候補自

身はと言えば、当時の韓国においてさえ無名

に近い人物と言わざるを得なかった。即ち、

柳致松 40 は 1960 年代半ばに新民党の組織局

長や事務総長を歴任した経験こそ有していた

ものの、どちらかと言えば政治の裏方に当た

ることの多かった政治家であり、例えば、党

総裁や院内総務のような国民の注視を浴びる

ポストに就いたことのない政治家であった。

金鍾哲もまた、朴正煕政権期において、国会

における経済科学委員長や党務委員こそ経験

していたものの、民主共和党の最高幹部の一
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人とは、到底言うことのできない人物であっ

た 41。残る一人の候補者である金義澤 42 は、

第四共和国下の新民党において金泳三と党首

の座を争った、代表的な野党穏健派の政治家

であったが、肝心の彼の政党は新民党系の一

部のみを糾合したものであり、大きな力を持

つことができなかった。結果、大統領選挙に

おいて全斗煥は、大統領選挙人の 90% 以上

を獲得し大勝することになる。

　政治活動の制限が齎したもう一つの効果

は、政党、とりわけ野党の政策的方向性へ与

えた影響だった。当然のことながら全斗煥政

権期の政治活動不適格者には、民主共和党や

維新政友会等の旧与党系よりも、新民党を中

心とする旧野党系の政治家が多かった。しか

しながら、そのことは直ちに第五共和国期に

おいて、新民党の流れを引く、勢力が大き

な力を持たなかったことを意味しなかった。

1981 年の一連の選挙において、新民党の流

れを汲む民主韓国党は、大統領選挙にて、党

首・柳致松が全斗煥に続く第二位の得票数を

集めたのに続き、国会議員選挙でも、全斗煥

政権期の新与党・民主正義党の 35.6% に迫る、

21.6% の得票率を獲得し、81 議席を擁する最

大野党の地位を獲得した。

　しかし、肝心の民主韓国党の活動は、その

後人々から大きな評価を得ることはできな

かった。周知のように、その結果は、続く

85 年の国会議員選挙における、金泳三や金

大中の影響を受けて新たに結成された「鮮明

野党」新韓民主党に対する敗北と、事実上の

党解体、という形で現れることになる。この

ような民主韓国党の不振の理由は通常、同党

の政府・与党に対する姿勢の「不鮮明な」対

抗姿勢に求められている 43。同党を初めとす

る第五共和国期野党が「御用野党」であった

と言われる所以である。しかし、そのことは

民主韓国党を初めとするこれらの政党が、全

斗煥政権に対して、常に唯々諾々として従っ

ていたことを必ずしも意味しない。当時の国

会の議事録等を見れば明らかなように、民主

韓国党は国会議員選挙直後から、選挙の「堕

落性」を攻撃すると共に、「緊急措置犠牲者」

の早期釈放・復権や、「政治活動被規制者」

の政治活動再開、更には、司法部の権威回復

や、言論の自由の拡大、勤労者の権利保護な

どの要求事項を抱えて、彼等なりに、政府 ･

与党と対峙する努力を続けていた。民主韓国

党は、大型手形詐欺事件「張女子事件」等の

政権側のスキャンダルにおいても、第二野党

の韓国国民党等と協力して、国務総理をはじ

めとする閣僚への不信任案を提出するなど、

活発な活動を行っている。就中、民主韓国党

が力を入れたのは、政治活動不適格者に対

する早期での政治活動解禁の要求であった。

1983 年以降の漸進的な政治活動不適格者の

政治活動解禁は、一面では彼等のこのような

活動の結果であり、それは、この時期の韓国

政治に大きな影響を与えていくことになる。

　それでは、民主韓国党の問題は、どこにあっ

たのだろうか。それは一言で言えば、彼等の

体制側に対する批判が飽くまで第五共和国憲

法とそれが設定した制度的な枠内に留まって

いた、ということである。そして、そのよう
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な同党の方向性を最も象徴的に体現した人物

こそ、党首であった柳致松に他ならなかった。

彼は、自らの総裁及び大統領候補指名に際し

て、次のように述べている。

　現実の政治体制や制度が全ての要求を満足

させるものだとは思わない。しかし、現実が

我々の参与を通して改善される可能性がある

と信じて、（この選挙に）参与するのだ 44。

実際、韓国民主党は、新韓民主党が新たに

結成され、大統領直接選挙制への憲法改正を

活動の第一目標に挙げるまで、憲法改正の必

要性について、殆ど言及することが無かった。

そしてそれはある意味では、当然の結果で

あった。第四共和国期の新民党には、「鮮明

野党」を看板に掲げ、大統領直接選挙制の実

現を求める金泳三率いる強硬派と、第四共和

国憲法の枠内での漸進的な民主化を目指す穏

健派が存在した。しかし、第五共和国期にお

いて、政治活動を許された旧新民党系の政治

家の大半は、後者に属する人々であった。つ

まり、第五共和国における一部政治家への政

治活動禁止は、野党内部における勢力バラン

スの変化を齎していた訳である。これにより、

旧新民党系の政治家の中で、穏健派の優位が

確立し、彼等は第四共和国時の自らの主張の

延長線上で、既存の体制を前提とした漸進的

な改革を主張した 45。第四共和国憲法体制と

の共存さえ主張できた彼等にとって、そこか

ら一定の要素が改善された第五共和国体制と

の共存が主張できない筈は無かったからであ

る。

　限定的であるにせよ「民主化」された憲法

と、その憲法により「民主化」されたことを

強調する制度、更にはその制度に対する参入

の制限。注意しなければならないのは、この

ような制度への参入の制限が、「民主化」さ

れた憲法による政治制度が動き出す以前に作

られた法律によって正当化されていたことで

ある。第五共和国における政治活動の制限を

定めた「政治風土刷新の為の特別措置法」を

制定したのは、第五共和国憲法の附則によっ

て制定された国家保衛立法会議であり、この

国家保衛立法会議の内容を定めた国家保衛立

法会議法は、5･17 軍事クーデタ以後に設置

された超法規的機関、国家保衛非常対策委員

会によって制定されている 46。同様のことは、

この時期の政治の行方を左右したもう一つの

要素である選挙法についても言うことができ

る。この時期使用された、大統領選挙法や国

会議員選挙法もまた、超憲法的な機関である

国家保衛立法会議によって定められたもので

あり、その効力は国会開会後もそのまま有効

とされていた 47。

　言うまでも無くそこには、第五共和国憲法

とこれによる政治体制の「民主化」の効果

が、自らを中心とする政治体制への脅威とな

ることを防止しようとする全斗煥政権の意図

があった。だからこそ彼等は、民主化された

制度の効果を、その外側に作り上げたもう一

つの制度により、限定しようとしたのである。

彼等はそれにより、自らの体制が過去と決別

したことを強調しつつ、自らの安定的な覇権
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を維持しようと試みた。しかしながら、彼等

の体制維持の為の試みはそれだけではなかっ

た。次にその点について見てみる事にしよう。

第６章　民主化から如何にして目をそらせるか

　全斗煥政権は、自らが樹立した第五共和国

体制を第四共和国体制とは一線を画する民主

主義的なものとして宣伝し、その正統化を図

るべく努力した。しかしながら、先に述べた

政治活動規制に典型的に現れたように、その

現実の政治体制の運用は、「民主主義的な体

制」としては多くの問題を含んでいた。前章

で指摘した内容に加えて、大統領を選出する

為の間接選挙もまた、第四共和国時の統一主

体国民会議選挙に類似した「公営選挙」の形

式で行われ、候補者による選挙活動は、選挙

ポスター、選挙公報、そして合同演説会にの

み限定されるなど、非民主的な要素を有して

いたことが重要であろう 48。

　このような政治活動に対する広範な制限

は、当然のことながら、この政治体制に対す

る大きな疑念を生み出す可能性を有してい

た。そして、だからこそ、全斗煥政権は、第

五共和国体制の「民主主義的性格」を宣伝す

ると同時に、民主化を巡る運動そのものを封

圧する手段を講じなければならなかった。

　このような目的の為に、全斗煥政権が用い

た方法には、直接的方法と間接的方法があっ

た。ここでいう直接的方法とは、即ち、政権

側が民主化を巡る言論空間を直接操作しよう

とするものである。言うまでも無くその主要

な方法は、学生運動等の抑圧であり、また、

言論等の再編成であった。就中、全斗煥政権

期の当初には、活発な言論再編成が行われ、

政権側はこれを通じて、マスメディアの報道

を統制すべく努力した 49。

　しかしながら、本稿において重要なのは、

全斗煥政権が用いた、もう一つの方法、即ち、

間接的な方法である。特にイデオロギー的な

側面から見た時の全斗煥政権の朴正煕政権と

の大きな違いの一つは、「娯楽」への対処の

仕方の違いにある。クーデタ当初から、禁欲

的な倫理の重要性を強調し、「娯楽」に対し

て否定的な姿勢をとった朴正煕政権とは異な

り、全斗煥政権は後に「３S（Sport、Sex、

Screen) 政策」と呼ばれることになる、開放

的な大衆文化政策を取ったことで知られてい

る。その代表的なものとしては、プロサッ

カーやプロ野球の開始、夜間外出禁止令の廃

止、カラーテレビ放送の開始、更には中高生

の制服や髪形の自由化等を挙げることができ

る 50。

　このような全斗煥政権の大衆文化政策の本

格的な開始を告げるものとして、最も有名な

ものは、1981 年 5 月 28 日からの 5 日間、ソ

ウル市のヨイド広場にて行われた「国風 81」

と呼ばれた文化イベントであろう。この 190

余大学から 250 以上のグループと芸能人等を

かき集め、1 万 3 千人がパフォーマンスを繰

り広げた「民族文化の祝祭」には、僅か 5 日

間の祭典であったにも拘らず、1000 万名以

上の観客が詰め掛けたと言われている。その

背景には、光州事件からちょうど 1 年を迎え

たこの時期の、大学生を初めとする人々の関
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　それでも突然訪れたオリンピック開催の機

会到来は、全斗煥政権をしてスポーツ政策に

更に積極的に取り組ませるに十分であった。

続いて同じ年の 11 月には、ソウルは、1986

年におけるアジア大会の開催地にも選定され

た 54。アジア大会誘致の競争相手は北朝鮮の

平壌 55 であり、奇しくも、国際大会誘致で

仇敵である日本と北朝鮮に立て続けに勝利し

たことに、韓国の世論は熱狂した。全斗煥政

権もこの状況に合わせる形で、1982 年には

新たに体育部を設置し、両大スポーツ大会開

催の準備に当たらせることとなった。初代の

長官には当時の政権ナンバー・ツーであり、

後に大統領になる盧泰愚が就任した。そのこ

とからも全斗煥政権がどれほど、この両大ス

ポーツ大会を重視していたかを知ることがで

きる。

　オリンピックとアジア大会開催の決定は、

単に全斗煥政権下におけるスポーツ政策の重

要性を高めさせただけではなかった。何故な

ら、これにより従来は、大衆に対して娯楽を

提供することにより、国民の民主化等に対す

る関心を逸らせることを目的とした政策に、

国際的な要素が入り込んできたからである。

即ち、オリンピック開催決定以後、全斗煥政

権のスポーツ政策は、二つのことを大きく意

識しなければならなくなった。一つは、国民

のナショナリズムであり、もう一つは、国際

大会を「成功」へと導く為に国際社会からの

支持を獲得することであった。

　前者において重視されたのは、二つの要素

であった。一つは、言うまでもなく、国際ス

心を、民主化から逸らそうとする政府の意図

があったと一部で指摘されている 51。

　尤も、「国風 81」は大々的に宣伝されたに

も拘らず、その後に引き継がれなかった。そ

の最大の理由は、全斗煥政権が異なる方向で

の大衆文化政策を模索するようになったから

であろう。1981 年に入ると、全斗煥政権は

プロスポーツの解禁を呼びかけた 52。先行し

たのは、サッカーであった。全斗煥は中学生

時代から熱烈なサッカー愛好家であり、自身

も学生時代、サッカー部のゴールキーパーと

して活躍した経験を有していた。これに野球

が続くこととなり、紆余曲折を経た挙句、ま

ず、プロ野球が 1982 年に出発し、翌 1983 年

にはプロサッカーも開始されることとなる。

　しかしながら、全斗煥政権のスポーツ政策

への傾斜を決定的なものとさせたのは、これ

らプロスポーツ開始の準備が進められてい

た真っ只中の 1981 年 9 月 30 日に開催され

た IOC 総会での、1988 年オリンピック開催

地としてのソウルの選定に他ならなかった。

尤も、そのことは全斗煥政権が当初から、オ

リンピック誘致を大きく重要視していたこと

を意味しなかった。そもそもこの時のオリン

ピック開催地立候補は、朴正煕政権末期に決

定されたものであり、全斗煥政権はその後を

引き継いだに過ぎなかった。事前の予想でも、

ソウルはライバルである名古屋に対して不利

である、という観測が伝えられており、韓国

内における当初の期待は、後のソウルオリン

ピックに対する熱狂と比べれば、それほど大

きなものとは言えなかった 53。
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ポーツ大会における韓国人選手の成績向上で

ある。全斗煥政府はこの為にエリートスポー

ツ選手教育の為のプログラムを開発し、その

育成に努めることとなった。二つ目は、国家

の威信をかけたインフラストラクチャーの整

備であった。競技場のみならず、大規模な高

速道路や空港等の整備が行われた。スポーツ

は最早、国家の威信をかけた一大事業となり

つつあった。

　しかしながら、より重要であったのは、国

際社会からの支持の必要であった。周知のよ

うに、ソウルにおけるオリンピック開催決定

の前年に行われたモスクワオリンピックで

は、ソ連のアフガニスタン介入に抗議して、

日米をはじめとする多数の西側諸国が参加を

ボイコットしていた。続く 1984 年のロサン

ゼルスオリンピックでは、これに対抗する形

で今度は東側諸国が大会をボイコットするこ

ととなりオリンピックは迷走を続けていた。

このような中、ソ連や中国と国交さえ持たな

い分断国家、韓国におけるオリンピック開催

は当初からその「成功」が大きく危ぶまれて

いたのである。

　尤も、そのことは仮に、ソウルでのオリン

ピックが、東西両陣営の参加により「成功」

することとなれば、韓国の国際的威信が大き

く向上するであろうことをも意味していた。

だからこそ、全斗煥政権は、これを自らが北

朝鮮に対して国際的優位を獲得する為の絶好

の機会と看做すことになる。

　こうして韓国は、文字通り、「国を挙げて」

オリンピックへと向かうこととなる。そして、

それは 1988 年のソウルオリンピックの「成

功」へと繋がることとなるのである。

　しかしながら、ソウルにてオリンピックが

開催されたその時、全斗煥は既に権力の座に

はいなかった。否、当時の彼は腐敗した甞て

の独裁者として大きく非難され、後継者と

なった盧泰愚は、全斗煥にオリンピック開会

式における座席すら用意しなかった。そのこ

とは、本来、自らの政権の体制維持の為に始

まった一連の施策が失敗に終わったことを意

味していた。

　それでは、このような全斗煥政権の体制維

持の試みは、何故に失敗することになったの

であろうか。最後にその点について触れて、

本稿の筆を置くこととしよう。

第７章　「正常への復帰」

　ここまで述べてきたことをまとめてみよ

う。

　1979 年 12 月 12 日の「粛軍クーデタ」で

軍内の権力を掌握し、更に翌年 5 月 17 日の

全国への戒厳令拡大により、政治的権力をも

獲得した全斗煥等「新軍部」は、二つの矛盾

した課題を抱えてきた。つまり、彼等は第一

に暗殺された朴正煕の庇護下で成長し、その

後継者であることを自負する一方で、第二に

朴正煕暗殺後の「ソウルの春」における改革

的な状況を前提として政権を出発させなけれ

ばならない、という矛盾した責務を抱えてい

たのである。

　そしてそのような彼等の前には既存の二つ

の体制案が存在した。即ち、一つは朴正煕の
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残した権威主義的な第四共和国の体制であ

り、もう一つは、野党強硬派が主張し、「ソ

ウルの春」において大勢となりつつあった大

統領直接選挙制を軸にした政治体制に他なら

なかった。しかしながら、新軍部はこのどち

らも採用することができなかった。何故なら、

前者が国民の支持を受けていないことは、朴

正煕暗殺事件前後の政治状況から明らかであ

り、また、後者を採用すれば、クーデタ後の

体制において、自らが政治的覇権を失う可能

性があったからである。

　だからこそ、彼等は両者の折衷案としての

新たな体制の構築を試みることになる。それ

が 1980 年の第五共和国憲法によって成立し

た第五共和国体制に他ならなかった。この体

制は、基本的に新軍部による権力掌握以前に

おける、再選禁止の大統領制を基本にした憲

法論議を前提とした上で、その上で全斗煥自

身が希望した 7 年という長期の任期を持つ大

統領を間接選挙にて選ぶシステムを連結させ

た形で作られた。政府はこれを第四共和国の

それとは一線を画する、「民主主義的な体制」

であると宣伝し、自らの正統性を確保しよう

と努めることになる。

　しかしそれだけでは、新軍部は自らの権力

を維持できない可能性があった。何故なら、

「民主主義的」な憲法に従って、選挙が実施

された場合、クーデタにより政権を獲得した

ことにより支配の正統性を欠如した新軍部側

が敗れる可能性は常に存在したからである。

新軍部がその為の「保険」として用意したの

が、選挙実施以前の段階で制定した法律で、

この「民主主義的」な政治的ゲームに対する

参加者を恣意的に限定し、選挙のルールを規

定するシステムだった。一言で言えば、新軍

部は民主主義的な憲法と制度を、民主主義的

な制度の外から枠を嵌めることで、そのアウ

トプットをコントロールしようとした、とい

うことができる。

　当然のことながら、このような統制の方法

は、第五共和国の「民主主義性」つまり、イ

デオロギー的説得力を大きく損なわせること

となった。このような状況に対処すべく、新

軍部が並んで採用したもう一つの方法が、民

主主義を巡る議論そのものをコントロールし

ようとすることだった。彼等は言論統制によ

り、民主化を巡る議論を抑圧すると共に、朴

正煕政権においては抑制されていた大衆娯楽

を積極的に支援していくことにより、国民の

目を政治から逸らさせるように努力した。

結果として、1981 年前後、第五共和国を

巡る状況は一旦、安定を見せることとなる。

1981 年の大統領選挙と国会議員選挙におい

て、全斗煥とその与党・民主正義党は予定通

り勝利を収め、行政・立法の両権力を掌握す

る。「３S 政策」の一環として後に非難され

ることになるプロ野球は、熱狂的な人気を集

めることに成功し、それは一つの社会的現象

となる程だった。日本を打ち破って誘致に成

功したソウル・オリンピック開催は、国民か

ら大きく歓迎され、全斗煥と彼の政権の威信

は著しく高まったかに見えた。

　だが、このような状況はその後急速に瓦解

していくことになる。切欠となったことは、
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二つあった。一つは金泳三を中心とする旧新

民党強硬派に属する政治家達の活動である。

1981 年 5 月 1 日に自宅軟禁を解かれた金泳

三が、実質的な政治活動を再開するのは、同

年 12 月 31 日の旧新民党系政治家の集まりに

おいてのことである 56。政治活動禁止の間隙

を突いて「忘年会」を名目として行われたこ

の集まりを切欠として、金泳三と彼を中心と

する人々は積極的な会合を持つこととなり、

やがて彼等は「民主山岳会」を結成し、今度

は「登山」を名目とした集まりを毎週木曜日

に行うに至る。「登山」には一般の支持者の

多くも参加し、その活動は次第に勢いを増し

ていくようになった。

　周知のように、この活動は全斗煥政権の大

きな怒りを買い、1982 年 4 月 12 日、金泳三

はニューヨークタイムスの取材に応じたこと

が政治活動に該当するとして、再び自宅軟禁

を強制される。そしてその 1 年後の 1983 年

5 月 18 日、金泳三は自宅軟禁に抗議する断

食を開始することになる。この時、金泳三が

要求したのは次の 5 項目だった 57。

１.　民主化闘争の結果として収監されて

いる人々の釈放。

２.　政治活動規制の解除。

３.　政治的理由で追放された教授・学生・

勤労者の復職、及び、公民権制限者の権

利回復。

４.　論の自由の保障。

５.　5.17 クーデタ以前の世論を反映した、

大統領直接制と国民の権利保障の為の憲

法改正。

　重要なのは、このような金泳三の要求が、

最終項目を除けば、全て第五共和国憲法の枠

内で主張可能なことだった。政治犯の収監、

政治活動規制、公職追放、言論統制は全て、

第五共和国憲法の規定に沿って行われた国会

議員選挙の以前に制定された法律に基づいて

おり、十分な民主主義的正統性を有していな

かった。

　就中、重要であったのは、政治活動規制の

解除を巡る問題だった。全斗煥政権にとって

厄介であったのは、これらの政治活動規制が

当初から明確な基準を有していなかったこと

だった。この政治活動規制が戒厳令下におけ

る政治活動制限の延長線上にあることは明ら

かであり、何故に、戒厳令解除後も彼等の政

治活動を禁止しなければならないかについて

も、明確な説明は存在しなかった。

　実際、全斗煥政権も既に 1982 年には、こ

の問題に対する議論を始め、1983 年 2 月 25

日には、第一次の政治活動解禁者を発表する

に至っていた。政権側による政治活動規制解

除への動きは、結果として、国会内の野党に

一層の政治活動解禁への期待を高めさせるこ

ととなり、彼等の活動を大きく刺激すること

となった。既に述べたように取り分け、第一

野党である民主韓国党は、この問題に対して

積極的な姿勢を示していた 58。彼等は、政治

活動規制の解除が広がり、多くの旧野党政治

家の活動が可能になれば、彼等は当然、同じ

旧野党の流れを引く自党に参加することにな
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る、と考えたからである。こうして、1983 年、

国会外の金泳三を中心とする勢力と、国会内

の民主韓国党の間の、政治活動解禁を巡る、

事実上の連携が成立することになる。

　重要なことは、当時の韓国においては、こ

のような政治活動被規制者の政治活動解禁

が、「正常への復帰」であると看做される雰

囲気が存在したことである。即ち、政治活動

の規制が、憲法による規定に直接基づいてい

ない以上、少なくとも何時かは、「正常化」

する必要があった。既に 1983 年 1 月 18 日、

全斗煥は自身、新年の施政方針演説にて次の

ように述べている。

　現在の状況を見た時、この法が当初に意図

した政治風土の刷新と道義政治の具現は、国

民的輿望の中、着実に根を下ろしつつある、

ということができる。また、当事者達の自粛

の雰囲気もある程度、定着しつつある。

　このような状況から、本人はこの際、政治

活動禁止に対する解除措置を検討する時期に

なったと判断し、まず、今年内に第一段階措

置を取り、残る対象者に対しても、段階的な

措置を継続検討することを明らかにしたい 59。

　既に述べたように、政治活動不適格者の政

治活動禁止は、当初から 1988 年 6 月には全

面解除されることが決まっており、問題はそ

のタイミングだけに過ぎなかった。だからこ

そ、全斗煥政権はこのタイミングを調整する

ことで、野党政治家の懐柔を図ろうと考えた。

しかしながら、同時にそのことは、例えば、

再びクーデタ劇を演出して戒厳令でも発布し

ない限り、状況を後戻りさせることはできな

いことをも意味していた。

　金泳三と民主韓国党の政治活動解禁を求め

る積極的な動きは、このような状況の中、行

われた。1984 年 1 月 17 日、全斗煥は一年前

と同じ新年の施政方針演説にて、「過去の政

治非理故に法によって政治活動を禁止されて

いる者」に対して、「改善の情に従って」、「段

階的な解除措置」を検討していることを

明らかにした 60。野党はすぐさまこの動き

に反応した。1 月 21 日には、民主韓国党の

柳致松総裁、そして、1 月 25 日には、韓国

国民党の金哲鍾総裁が記者会見を開き、政治

活動規制の全面解除を主張するに至ってい

る 61。こうして 2 月 25 日、第二次の政治活

動解禁が実施された。11 月には第 3 次の解

禁も実施され、結果、残る政治活動被規制者

は、金泳三・金大中・金鍾泌等、僅か 15 名

となることとなった。

　こうして全斗煥等が構築した、第五共和国

憲法に規定される民主的な制度に対する参加

を、枠外に作り上げた制度で制限して統制す

る、というシステムは事実上、崩壊すること

になった。結果は、1985 年国会議員選挙に

おける、新野党、新韓民主党の躍進であった。

以後、韓国は急速に民主化への道を歩みだす

ことになる。

むすびにかえて

　1985 年の国会議員選挙における新韓民主

党の躍進は、1987 年における韓国の民主化
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へと向かう道の中で最大の分岐点であった。

重要であったのは、ここで金泳三や金大中を

中心とする旧新民党系の強硬派が、政治活動

解禁後、穏健派が主導権を取ってきた当時の

最大野党、民主韓国党に合流せず、独自の政

党を作ることを選択したことであった。この

結果として成立した新韓民主党は、旧新民党

系の勢力でも圧倒的に強硬派を中心とした政

党となった。彼等は、党の基本政策の第一と

して、大統領直接選挙制を骨子とする憲法改

正を掲げ、第五共和国体制に正面から対峙し

た 62。

だからこそ、1985 年の国会議員選挙にお

ける新韓民主党の躍進は、全斗煥政権にとっ

て大きな衝撃として左右した。一つはこの選

挙において、新韓民主党と民主韓国党を合わ

せた得票率が与党、民主正義党のそれを大き

く凌駕したことだった。そのことは仮に、旧

新民党系勢力が単一候補者を出して、次回の

大統領選挙に望んだ場合、与党系候補が敗れ

る可能性があることを意味していた。しかし

ながら、全斗煥政権にとってより大きな衝撃

であったのは、この選挙において、第五共和

国における「体制内野党」であった民主韓国

党が、新韓民主党に敗れて野党第二党に転落

し、その衝撃にて瓦解していったことであっ

たろう。この状況において、新韓民主党は民

主韓国党の合党提案 63 を拒否し、民主韓国

党所属の国会議員に、個人資格で自党に入党

することを要求した。言うまでも無く、この

ような新韓民主党の姿勢に背景にあったの

は、野党における主導権を巡る争いであった。

旧新民党強硬派系の政治家達は、穏健派が主

流を占める民主韓国党を政党として瓦解に追

い込むことで、野党における主導権を、自ら

の手に確保しようとしたのである。

　勢いを得た野党が強硬派の主導権の下に落

ちたことは、全斗煥政権を窮地に追い込ん

だ。1985 年 10 月、新韓民主党は正式に憲法

改正案を確定し、その実施を全斗煥政権に迫

ることとなる。このような状況の中、全斗煥

政権はその後、幾度か、野党の分断を試みる

ものの失敗し、強硬派は終始野党内の主導権

維持に成功する。窮地に直面した全斗煥は、

1987 年 4 月 13 日、所謂「4.13 措置」を発表

し、野党側との憲法改正論議の中止を発表す

る。しかし、それは逆に世論の大きな反発を

招くことになり、事態は大規模な街頭闘争へ

と発展する。

結論から言うなら、全斗煥政権はこの街

頭闘争を強権措置により排除することができ

なかった。尤も、そのことは全斗煥と彼の政

権には法的に如何なる手立ても与えられてい

なかったことを意味しなかった。第五共和国

憲法には、第四共和国憲法から引き継がれた

比較的広範な緊急措置権が大統領に与えられ

ており、少なくとも制度的には、大統領が緊

急措置を発動し、これを国会にて多数を占め

る与党が追認する形で、強権措置を取ること

は不可能ではなかった筈である。省みれば、

光州事件当時、全斗煥は未だ法律的には一介

の保安司令官に過ぎず、自ら緊急措置権を発

動することすらできなかった。だからこそ、

全斗煥を中心とする人々は、当時の崔圭夏大
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統領に強制に近い形で戒厳令の全国への拡大

を要求し、その結果として主導権を自らが確

保する、という手の込んだ方法を取らざるを

得なかった。対して 1987 年、全斗煥は正式

に大統領の座に就いていた。だからこそ、彼

は少なくとも法的には、光州事件の時以上に

明確な法的根拠を持って、強権措置を発動す

ることができた筈だった。

　皮肉なことに、全斗煥政権がこれに踏み切

れなかった一つの理由は、目前に控えたソウ

ルオリンピックの存在だった。確かにソウル

へのオリンピック誘致は、全斗煥政権にとっ

ての大きな成功であり、また、彼等はその為

の国民の団結を繰り返し訴えた。しかしなが

ら、このようなソウルオリンピックの存在

は、何時しか、彼等が予想した以上の重要性

を以って韓国の世論に表れることとなってい

た。全斗煥政権が強硬措置を持って、民主化

勢力の弾圧を図れば、ソ連や中国を中心とす

る国々は、それを名目にソウルオリンピック

への参加を拒否することになるかも知れな

い。仮にそれにより、オリンピックの開催が

不可能になるようなことがあれば、それは政

権にとっても大きな屈辱であり、看過出来る

ことではない。全斗煥政権に威信を与える筈

のソウルオリンピックは、何時しかその政権

自身の行動をも大きく拘束するようになって

いたのである。

　こうして全斗煥政権は、自らが設定した筈

の枠組みに、自ら自身が縛られていくことに

なった。「民主的な」第五共和国憲法の規定

は、彼等の政権維持にとって脅威となり、自

らの正統性の根源の一つとして利用しようと

したソウルオリンピックの存在は、逆に自ら

にとって障害となりつつあった。

尤もそれだけなら、全斗煥と彼の政権には、

絶望の中、両者を共に投げ打って、甞ての権

威主義体制に復帰するしか道がなかったのか

も知れない。何故なら、この状況で野党の要

求を受け入れ、新たな政治制度へと移行する

ことは、自らの政治勢力の終わりを意味して

いたかも知れなかったからである。

　しかしながら、彼等にはまだ一つの道が存

在した。それは全斗煥等にとって幸いなこと

に強硬派が主導する野党勢力には二人の指導

者が存在し、両者が長い対立の歴史を抱えて

いる。彼等は今でこそ、政権に対峙する為に

団結しているが、仮に政権側が彼等の要求を

呑んでしまえば、彼等は再び対立関係の中に

落ちるかも知れない。野党側の要求を拒否し

て、彼等の結束を維持させたまま、間接選挙

での大統領選挙に臨むくらいなら、彼等の要

求を全て呑んで、彼等の結束を崩した後、大

統領直接選挙制に臨む方が有利になる。

　全斗煥はそのように考え、結局は、野党側

の条件を受諾することになる。こうして第五

共和国は終わりを告げ、韓国における「民主

化の時代」は終わりを告げることになる。

　その後の展開については、また、別稿にて

詳しく論じることにして、ここで本稿の筆を

置くことにしよう。
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436-455 頁。
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풍 81’」、『경향신문』2009 年 5 月 27 日。また、
전지영『근대성의침략과 20 세기한국의음악』북
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補を辞退した。『조선일보』1981 年 11 月 26 日。
56　この時期の金泳三の活動については、彼自身

の回顧録に詳しい。김영삼『김영삼 회고록 : 민
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The failure of the 5th republic :
Trials and Errors of Chun Doo-hwan Government

against Democratization Movements

KIMURA Kan＊

Abstract

 This paper discusses how the Chun Doo-hwan government of the Fifth Repub-

lic of South Korea (1981 to 1988) reacted against democratic movements and what 

strategies they employed. Many papers have been written to explain the process of 

democratization in South Koria, but most of them have overlooked the three perspec-

tives considered here. 

 First, this paper indicates the possible theoretical choices opened to 

authoritarian governments facing democratization movements and it insists on 

the crucial nature of ideological strategies. There are two key aspects for such 

ideological strategies: to develop strong ideologies that legitimize the regimes, and 

to employ ideologies persuading the people that democratization is not an important 

issue for their everyday lives and would entail a very high cost.

 Secondly, this paper analyzes the ideologies of the Chun Doo-hwan 

government in the process of establishing the new constitution in 1981. Here, it 

insists that the Chun Doo-hwan government tried to explain the regime change from 

the Fourth Republic to the Fifth as a kind of democratization. After that, it shows how 

such their legitimation of the regime failed in the actual political process of the Fifth 

Republic. 

 Thirdly, it considers the other efforts of the Chun Doo-hwan government 

directing the people’s attention away from the democratic movements. This paper 

maintains that the cultural and sport policies of the Fifth Republic should be 

understood in this context, and also that they failed to achieve that goal, primarily 

because the country hosted the Olympic games in the same year as the Chun Doo-

hwan government ended. The Olympic Games enabled the government to mobilize 

strong nationalism for their regime, but also prevented it from taking stronger actions 

against democratic movements.
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